
令和８年度第１回一関市社会教育委員会議 

日 時 令和８年７月24日（金） 

午後２時～午後３時30分 

場 所 一関市役所花泉支所４階 東大会議室

― 次 第 ―

委嘱状交付 

市民憲章唱和 

市民歌斉唱 

１ 開 会 

２ 教育長挨拶 

３ 委員及び職員紹介  

４ 社会教育委員について                       （資料１） 

５ 議長及び副議長の選任について 

６ 意見交換 

（1）教育委員会の事務事業等に関する点検評価について（社会教育関係） （資料２） 

７ その他 

（1）第72回岩手県公民館大会・令和８年度岩手県社会教育委員研究大会 

（一関・平泉地区大会）の開催について              （資料３） 

８ 閉 会 





（平成１８年８月１日制定） 

一関市民憲章

わたくしたちは ゆたかな自然と悠久の歴史に育まれた いわいの里に誇りをもち

心あわせて活力ある一関をつくるため この憲章を定めます

一 教養を高め 誇れる文化を育てます

一 健康で働き 豊かな郷土を築きます

一 自然を愛し 美しい環境を守ります

一 思いやりと協力で 安全なくらしをつくります

一 地域が結び合い 輝く一関を目指します

（平成１８年９月１日制定）

一関市民歌

1   緑ゆたかに 爽やかに   2  巡る季節を 映し出す   3  風と光を 友として 

室根 栗駒 そびえ立つ    厳美 猊鼻の 清流に      北上川は 流れゆく 

空の青さに いだかれて     歌声高く こだまして     遙かなときを 偲びつつ 

さえずる小鳥 遊ぶ子ら    大きな夢を ふくらます    明日をつくる 若い星 

自然と共に生きるまち     心の糸を 紡ぐまち      希望の鐘が 響くまち 

いのち輝く いちのせき    笑顔輝く いちのせき      未来輝く いちのせき 

自然と共に生きるまち     心の糸を 紡ぐまち      希望の鐘が 響くまち 

いちのせき          いちのせき           いちのせき 

 （平成１９年１月２９日制定）

市の花 

なのはな

市の木 

ぶな 

市の鳥 

うぐいす

一関市の花木鳥 



社会教育委員について 

１ 社会教育とは 

社会教育とは、「学校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び

成人に対して行われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーシヨンの活動を含む。）」

（社会教育法第２条）を指し、教育活動の一つとされています。 

社会教育は、学校教育と異なり、人々の学習ニーズに即した幅広い学習内容をもって

おり、「個人の要望や社会の要請にこたえ」、「国及び地方公共団体によって奨励されなけ

ればならない」（教育基本法第 12 条第１項）とされています。 

また、社会教育は、多様な主体により、様々な場や機会で行われていますが、学習の拠

点となる代表的な社会教育施設として、公民館、図書館、博物館、青少年教育施設などが

あります。 

「生涯学習」は、学習者の視点から捉えたもので、社会教育における学習のほか、学校

教育や家庭教育における学習、組織的に行わない個人的な学習も含む点で、社会教育よ

り広い活動を対象とする概念です。 

２ 社会教育委員の役割 

社会教育委員は、社会教育への理解を深め、地域の課題や住民のニーズを把握し、それ

を社会教育事業に反映させる役割を担っています。 

【具体的な役割】 

□ 社会教育に関する諸計画を立案する。 

□ 定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の諮問に応じ、これに対して意見を述べる。 

□ 上記の職務を行うために必要な研究調査を行う。 

□ 教育委員会の会議に出席して社会教育に関し意見を述べる。 

□ 社会教育関係団体に対する補助金について意見を述べる。  など 

行政と市民とのパイプ役 
橋渡し的役割
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社会教育委員関係法令 

○社会教育法（関係部分抜粋）（昭和24年法律第207号） 

第４章 社会教育委員 

（社会教育委員の設置） 

第15条 都道府県及び市町村に社会教育委員を置くことができる。 

２ 社会教育委員は、教育委員会が委嘱する。 

第16条 削除 

（社会教育委員の職務） 

第17条 社会教育委員は、社会教育に関し教育委員会に助言するため、次の職務を行う。 

 社会教育に関する諸計画を立案すること。 

 定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の諮問に応じ、これに対して、意見を述

べること。 

 前２号の職務を行うために必要な研究調査を行うこと。 

２ 社会教育委員は、教育委員会の会議に出席して社会教育に関し意見を述べることが

できる。 

３ 市町村の社会教育委員は、当該市町村の教育委員会から委嘱を受けた青少年教育に

関する特定の事項について、社会教育関係団体、社会教育指導者その他関係者に対し、

助言と指導を与えることができる。 

（社会教育委員の委嘱の基準等） 

第18条 社会教育委員の委嘱の基準、定数及び任期その他社会教育委員に関し必要な事

項は、当該地方公共団体の条例で定める。この場合において、社会教育委員の委嘱の

基準については、文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。 

第 19 条 削除

○一関市社会教育委員条例（平成 17 年９月 20 日条例第 74 号） 

（設置） 

第１条 社会教育法（昭和 24 年法律第 207 号）第 15 条の規定に基づき、一関市社会教 

育委員（以下「委員」という。）を置く。 

（委嘱の基準） 

第２条 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

(1) 学校教育及び社会教育の関係者 

(2) 家庭教育の向上に資する活動を行う者 

(3) 学識経験のある者 

（定数） 

第３条 委員の定数は、20 人以内とする。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 
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○一関市社会教育委員会議運営規則（平成 17 年９月 20 日教育委員会規則第 22 号） 

（趣旨） 

第１条 この規則は、一関市社会教育委員条例（平成 17 年一関市条例第 74 号）第５条 

の規定に基づき、一関市社会教育委員（以下「委員」という。）の会議運営に関し必 

要な事項を定めるものとする。 

（定例会及び臨時会） 

第２条 会議は、定例会及び臨時会とする。 

２ 定例会は、年３回これを招集する。 

３ 臨時会は、必要がある場合において、その事件に限りこれを招集する。 

（会議の招集） 

第３条 会議開催の場所及び日時は、会議に付議すべき事項とともに、教育長があらか 

じめこれを通知しなければならない。 

第４条 招集は、開会の日前７日までにこれを通知しなければならない。ただし、急を 

要する場合は、この限りでない。 

第５条 会議招集の通知後に、緊急実施を要する事項があるときは、第３条の規定にか 

かわらず、直ちにこれを会議に付議することができる。 

（議長及び副議長） 

第６条 委員の会議には、互選により議長及び副議長１人を置くものとする。 

２ 議長及び副議長の任期は、１年とする。ただし、再任されることができる。 

３ 議長は、委員の会議を主宰する。 

４ 副議長は、議長を補佐し、議長に事故があるとき、又は議長が欠けたときは、その

職務を行う。 

（定足数） 

第７条 会議は、在任委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

ただし、同一事件につき再度招集しても、なお、半数に達しないときは、この限りで 

ない。 

（会議） 

第８条 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決する。 

第９条 会議の結果は、これを教育長に報告しなければならない。 

第 10 条 委員は、委員の会議に出席できないときは、あらかじめ教育長に通知しなけ 

ればならない。 

第 11 条 委員は、その職務を行うため必要に応じて小委員会を置くことができる。 

第 12 条 委員は、会議において関係職員に対し、説明又は資料の提出を求めることが 

できる。 

（補則） 

第 13 条 この規則に定めるもののほか、委員の会議に関し必要な事項は、教育委員会

が別に定める。 
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令和８年度教育委員会の事務事業等に関する点検評価について

（令和７年度事業 社会教育関係） 

Ⅰ はじめに 

    「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」により、教育委員会は、毎年、その権限に属する事

務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成して、議

会に提出するとともに公表することとなっています。 

本報告書は、令和７年度の教育行政を点検し、評価したものを取りまとめたものです。 

※「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の関係条文を 16 ページに掲載 

Ⅱ 点検評価の対象 

１ 対象とする事務事業 

本市の教育分野の施策については、一関市教育振興基本計画に体系を示し、その推進を図って

いることから、同計画の３つの基本方向に基づいて実施した教育委員会所管の主な事務事業を点検

評価の対象としました。 

       基本方向１ 社会を生き抜く力を育む学校教育の充実 

       基本方向２ ともに学び、まちとひとをつくる社会教育の推進 

       基本方向３ 誇りと愛着を醸成する文化の継承 

   ２ 事務の執行体制について 

     １のほか教職員の働き方改革について点検評価の対象としました。 

Ⅲ 点検評価の方法 

教育委員会において、各事業の実績に基づき、内部評価を行うとともに、点検評価の客観的な検

証を行うために外部評価会議を実施し、報告書を取りまとめました。 

Ⅳ 評価基準 

【自己評価】                          【事業の方向性】 

評 価 評価基準 評 価 評価基準 

A 事業の十分な成果が見られた 拡 充 内容を拡充して取り組む 

B 事業の成果が見られた 継 続 継続して取り組む 

C 事業の成果があまり見られなかった 見直し 内容の見直しを図っていく 

D 事業の成果が見られなかった 廃 止 廃止を検討する 

資料２
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Ⅴ 一関市教育委員会事務事業一覧 

１ 対象とする事務事業 

点検評価対象事業
(★は重点項目)

掲載ページ

25 市民センター事業 ○ 20

青少年健全育成事業

26 英語の森キャンプ事業 ★ 21

成人式開催事業

社会教育関係団体活動費補助事業

学校体育施設開放事業

家庭教育の充実 27 家庭教育支援事業 ○ 21

28-1 地域学校協働活動事業（学校支援活動事業） ★ 22

28-2 地域学校協働活動事業（放課後子ども教室事業） ★ 23

29 教育振興運動推進事業 ★ 24

社会教育環境の充実 社会教育関係施設整備事業

指導体制の充実 社会教育関係職員研修事業

資料、情報提供事業

30 子どもの読書推進事業 ○ 25

31 図書館サービス向上事業 ○ 26

図書館サポーター事業

32 図書館図書資料整備事業 ○ 27

33 展示事業 ○ 28

古文書及び美術資料等調査事業

歴史・文化に親しみやすい
環境づくり

34 教育普及（交流連携）事業 ★ 28

文化財調査委員等活動推進事業

埋蔵文化財保存管理事業

35 歴史民俗資料等活用整備事業 ○ 29

指定文化財等調査研究事業

文化財情報提供事業

36 文化財標柱・解説板整備事業 ○ 30

文化財施設等整備事業

文化財公開活用事業

37 民俗芸能伝承調査研究事業 ○ 30

文化財保護事業補助事業

骨寺村荘園遺跡保全活用事業

文化的景観保護推進事業

38 骨寺村荘園遺跡情報発信事業 ★ 31

39 骨寺村荘園遺跡世界遺産登録推進事業 ★ 31

ときめき世界遺産塾負担金

２　事務の執行体制

点検評価対象事業
(★は重点項目)

掲載ページ

1 教員の働き方改革 ○ 32

事業名

【

と
も
に
学
び

、
ま
ち
と
ひ
と
を
つ
く
る
社
会
教
育
の
推
進

】

博物館等機能の充実

地域の歴史・文化に関する
学習支援

学習環境の充実

図書館運営の充実

学習ニーズに対応した
読書環境の充実

地域の特色を生かした
図書館の運営

地域全体で子どもを育む
環境づくり

社会教育の充実 社会教育の充実

家庭と地域の教育力向上の推
進

事業名

【

誇
り
と
愛
着
を
醸
成
す
る
文
化
の
継
承

】

文化財の保護・地域文化の伝
承

文化財の保存・活用

地域文化の伝承

骨寺村荘園遺跡の保護と
世界遺産拡張登録推進

骨寺村荘園遺跡の保護

世界遺産拡張登録の推進
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Ⅵ 点検評価の結果 

基本方向２ ともに学び、まちとひとをつくる社会教育の推進

１ 目標値の達成状況(一関市総合計画より)

指標項目 単位 
Ｒ１ 

時点 

Ｒ７ 

実績 

Ｒ７ 

最終目標 
目標の設定 

市民センターにおける社会教

育主事の資格取得者数 
人 0 10 18 毎年３人の増を目指す 

１人当たりの市民センターの生

涯学習活動参加回数 
回/年 2.2 2.1 2.2 

感染症の影響を踏まえ、現状

数値の維持を目指す 

図書館利用登録者の人口に占

める割合 
％ 49.6 65.7 55.0 

5.4 ポイントの増を目指す（一

関市立図書館振興計画） 

博物館入館者数 人/年 13,970 10,420 13,970 
感染症の影響を踏まえ、現状

数値の維持を目指す 

博物館講座、体験学習等参加

者数 
人/年 3,820 2,244 4,000 おおむね５％の増を目指す 

２ 個別評価一覧 

№ 事業名 事業の成果 事業の方向性 

25 市民センター事業 Ｂ 継続 

26 英語の森キャンプ事業 Ａ 継続 

27 家庭教育支援事業 Ｂ 継続 

28-1 地域学校協働活動事業（学校支援活動事業） Ｂ 拡充 

28-2 地域学校協働活動事業（放課後子ども教室事業） Ａ 継続 

29 教育振興運動推進事業 Ｂ 継続 

30 子どもの読書推進事業 Ｂ 継続 

31 図書館サービス向上事業 Ｂ 継続 

32 図書館図書資料整備事業 Ａ 継続 

33 展示事業 Ｂ 継続 

34 教育普及（交流連携）事業 Ｂ 継続 
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３ 主な事務事業の個別評価 

事務事業名【 №25 市民センター事業 】               いきがいづくり課

実施目的 

（PLAN） 

・多様な学習機会の提供などにより市民の生涯学習を推進するとともに、地域づ

くりに取り組む人材を育成する。 

主な活動 

(DO) 

・各市民センターで少年教育、青年教育、成人教育、女性教育、高齢者教育事業

を実施 

・指定管理市民センターの職員が社会教育主事講習を受講する際の経費に対す

る支援を実施 

評価 

(CHECK) 

・市民に多様な学習機会を提供したことにより、社会教育の充実が図られた。 

・令和７年度は、指定管理市民センターの職員２名が社会教育主事講習を修了

し、社会教育士として人づくり・地域づくりの中核的な役割を担っている。 

・現代的課題（社会の急激な変化に対応し、人間性豊かな生活を営むために、人々

が学習する必要のある課題）について、共通テーマに基づく取組を実施した。

（令和７年度のテーマは、男女共同参画「誰もが 個性を尊重し 能力を認め

合う 多様性への理解の促進」） 

・主な実績(各市民センターで実施する社会教育と地域づくりに関する事業数と

参加者数) 
Ｒ５実績 1,159 事業 57,886 人

Ｒ６実績 1,172 事業 59,220 人

Ｒ７実績 1,165 事業 63,036 人

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 継続 

今後の取組 

(ACTION) 

・社会教育主事といちのせき市民活動センターが市民センターを訪問し、全体的

な指導・助言を行うとともに、市民センターの社会教育士と連携して、地域の

実情に応じた社会教育の推進を図る。 

・現代的課題について、年度毎に一つのテーマを決めて、市民センターにおいて、

そのテーマに沿った取り組みを実施する。 

※令和８年度テーマ「郷土愛の醸成による次世代の人材育成」 
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事務事業名【 №26 英語の森キャンプ事業 】             いきがいづくり課

実施目的 

（PLAN） 

・英会話や外国文化の体験を通じ、子どもたちの国際感覚を養い、グローバル化

が進む社会に対応できる人材を育成する。 

主な活動 

(DO) 

・中学生は２泊３日の集団生活(一関市と平泉町の中学２年生 44人（附属中７人

を含む）)を通して、小学生は日帰りプログラム（一関市と平泉町の小学５年

生 21人６年生 21 人合計 42 人）の中で、英語を使っての生活を体験 

評価 

(CHECK) 

・英語での生活や外国文化を体験し、参加した児童生徒の英語によるコミュニケ

ーション能力が向上し、英語に対する興味関心が高まった。 

・アンケートで「楽しかった」、「英語力の向上につながった」と回答した生徒の

割合 

 Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

中学生 中止 95％ 90％ 93％ 93％ 

小学生 中止 93％ 91％ 93％ 95％ 

・昨年度のアンケート結果に基づき、小学生は日帰りで実施した。また、対象に

５年生を加えた。 

自己評価 事業の成果 Ａ 事業の方向性 継続 

今後の取組 

(ACTION) 

・参加者が増えるように周知方法や開催方法等を工夫して英語の森キャンプを

実施する。

・令和８年度は、小学生が 11 月 14 日（土）の日帰り開催、中学生が３月 17 日

（水）～３月 19 日（金）に実施予定

事務事業名【 №27 家庭教育支援事業 】               いきがいづくり課

実施目的 

（PLAN） 

・家庭における教育力の向上を図るため、しつけや、コミュニケーションづくり

などの講座や学習会を行う。 

主な活動 

(DO) 

・各市民センターでしつけやコミュニケーションづくり、食育など家庭教育に関

する講座を実施 

評価 

(CHECK) 

・こども園や保育園、小学校等と連携し、ＰＴＡや市民センター等で保護者の学

習機会の提供に努めた。（家庭教育講演会、家庭教育学級） 

・家庭教育支援の出前講座を 1回実施。（市内市民センター） 

・主な実績 

 (市民センター等が実施する家庭教育に関する事業数と参加者数) 

・市民センター等の取組により、保護者の学びの機会が広がり、家庭教育への理解が

深まった。

Ｒ５実績 70 事業 2,170 人

Ｒ６実績 60 事業 2,152 人

Ｒ７実績 69 事業 2,215 人

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 継続 

今後の取組

(ACTION) 

・関係機関、団体等と連携協力し、各種講座の充実を図り、家庭の教育力の向上

に努めていく。 

・「いちのせきの家庭教育 10か条」の活用を図る。 
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事務事業名【 №28-1 地域学校協働活動事業（学校支援活動事業）】   いきがいづくり課 

実施目的 

（PLAN） 

・学校と地域の連携により、地域全体で学校における子どもたちの学びを支援す

る。 

主な活動 

(DO) 

・小中学校 20校に対して地域コーディネーター11 人を配置し、地域と学校を結

びつける活動を推進した。 

地域 実施学校 Ｒ７コーディネーター人数 

一関 一関小学校、山目小学校、赤荻小学校、

滝沢小学校、南小学校、萩荘小学校、 

一関中学校、萩荘中学校 

６人 

大東 大原小学校、大東小学校、興田小学校、

猿沢小学校、大東中学校 

１人 

千厩 千厩小学校、千厩中学校 １人 

東山 東山小学校、東山中学校 １人 

室根 室根小学校、室根中学校 １人 

藤沢 藤沢小学校 １人 

・国・県・市各 1/3 ずつの負担で実施 

評価 

(CHECK) 

・学校のニーズと地域人材のマッチングにより、総合的な学習の時間や校外学習

の支援、校舎・学校敷地内の環境整備などを実施した。 

・児童生徒は保護者や地域ボランティアの見守りで安心して過ごすことができ、

地域への関心も高まった。 

・教職員からも、学校と地域のつながりが児童生徒に良い影響を与えているとの

評価が得られた。 

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 拡充 

今後の取組 

(ACTION) 

・未実施校への事業説明や導入の意向確認を行いながら、希望する学校への事業

導入を進めていく。 
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事務事業名【 №28-2 地域学校協働活動事業（放課後子ども教室事業）】 いきがいづくり課 

実施目的 

（PLAN） 

・放課後等に地域住民の参画を得ながら多様な体験活動を実施し、子どもたちが

子ども同士や地域の大人とふれ合い、安全で豊かな体験ができる場を提供す

る。 

主な活動 

(DO) 

・市内 14 か所に放課後子ども教室を設置し、地域の特性を生かしながら、放課

後を中心に児童生徒の自主性を尊重した多様な活動プログラムを提供した。 

 （児童生徒の登録者数 786 人、参加児童生徒数延べ 23,155 人） 

～放課後子ども教室と放課後児童クラブの主な違い～ 

 放課後子ども教室 放課後児童クラブ 

対 象 すべての児童 
共働き家庭など、保護者が日中家

庭にいない児童 

目 的 
放課後の居場所、多様な学習・

体験・交流活動を提供 

保育的な機能、留守家庭児童の生

活の場の提供 

実施要綱等 

学校・家庭・地域連携協力推進

事業費補助金交付要綱、同補助

金実施要領（文部科学省） 

放課後児童健全育成事業実施要

綱（厚生労働省） 

利用料金 無料 有料 

評価 

(CHECK) 

・インフルエンザ等の感染予防や熱中症対策を徹底しながら教室運営を行った。

・子どもたちの安全・安心な居場所として機能するとともに、多様な体験活動を

提供できた。 

・主な実績 

放課後子ども教室児童生徒の登録者数 

Ｒ５実績 901 人

Ｒ６実績 804 人

Ｒ７実績 786 人

自己評価 事業の成果 Ａ 事業の方向性 継続 

今後の取組 

(ACTION) 

・地域の実情に応じ、放課後児童クラブと十分に情報共有を行いながら、適切に

事業を実施していく。 

・舞川地域において、新たに放課後子ども教室を開設する。 
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事務事業名【 №29 教育振興運動推進事業 】             いきがいづくり課

実施目的 

（PLAN） 

・子ども、家庭、学校、地域、行政の５者が相互に連携し、地域が抱える教育課

題を解決する。 

主な活動 

(DO) 

・親、学校、地域諸団体が各地域の教育振興運動を展開する協議会へ参画し、27

の実践区ごとに全県共通課題と地域の課題解決への取組を実施 

評価 

(CHECK) 

・実践区の事例発表、教育講演会、研修会の開催など５者連携の中で教育振興運

動が展開され、地域の教育力の向上に寄与した。 

・「一関市教育振興運動推進連絡会」において、担当者研修会を行い、教育振興

運動への理解を深めた。 

・主な実績 

全県共通課題である、「家庭学習の充実」「体験活動の充実」への取組状況。（27

実践区に属する 76団体（幼稚園、小中学校、市民センター等）のうち、取組

を実施した団体の割合。 

Ｒ７実績

家庭学習の充実 78％

体験活動の充実 91％

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 継続 

今後の取組

(ACTION) 

・「一関市教育振興運動推進連絡会」により各地域の教育振興運動の情報交流を

図るなど、市全体としての教育振興運動を推進していく。 

・学校運営支援協議会（コミュニティ・スクール）との関係を調整しながら、事

業内容等について検討する。 

・「いちのせきの家庭教育 10か条」の活用を図る。 
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事務事業名【 №30 子どもの読書推進事業 】                  図書館

実施目的 

（PLAN） 

・市立図書館と家庭、学校図書館の連携により、子どもが読書に親しむ環境を構

築する。 

主な活動 

(DO) 

・一関市教育振興基本計画（令和８年度～令和 17年度）に「子どもの読書活動推

進計画」の内容を兼ねて作成 

・乳幼児向け(９・10か月児、１歳６か月児、２～６歳児)ブックリスト、小学生

向け(低学年・中学年・高学年用)ブックリスト、中高生向けブックリストの作

成、配布 

・各図書館を会場としたボランティア及び職員による「おはなし会」の開催 

・各学校や保育施設を訪問しての「おはなし会」やブックトークの開催 

・市立図書館と学校図書館との連携を推進するため読書普及員へ本の選定などの

助言や協力 

評価 

(CHECK) 

・全館においてブックリストの配布を行い、中央館ではブックリストに掲載して

いる本を中心に年齢別におすすめ本コーナーを設置するなど、子どもたちの読

書意欲を高めた。            

・主な実績                おはなし会の開催回数と参加者数 

対象者の減少により参加人数は減少した

が、健康診断時のおはなし会や定例のおは

なし会を開催し、読書習慣につなげた。 

Ｒ５実績 470 回 7,144 人

Ｒ６実績 544 回 9,277 人

Ｒ７実績 514 回 7,684 人

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 継続 

今後の取組 

(ACTION) 

・可能な限り乳幼児期から青年期の子どもへ継続したおはなし会や、お勧め本の

ブックリストなどを活用し、本に対する興味を高めて読書に繋がる働きかけを

していく。 

・学校図書館担当者、読書普及員と連携し、学習用タブレットに電子図書館のア 

 イコンを入れ利用しやすくすることなどにより学校図書館を支援し子どもの読 

 書推進につなげる。 
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事務事業名【 №31 図書館サービス向上事業 】                 図書館

実施目的 

（PLAN） 
・だれでも読書を楽しむことができるよう図書館サービスを向上させる。 

主な活動 

(DO) 

・一関市立図書館振興計画（令和８年度～令和 17年度）を策定し、図書館サービ

スの方向性を示す指針とした。 

・住所制限や貸出数制限を設けず、利用者の読書意欲に広く対応 

・新たに、一関地域に移動図書館サービス車両の購入、大東地域を運行している

なぎさ号を更新し、移動図書館車等による地域に出向いて個人貸出や団体貸出

の実施 

・移動図書館車を室根、藤沢地域に拡大(試行運行) 

・病気や障がい等で図書館への来館ができない利用者への郵送貸出サービスの実

施 

・マルチメディアデイジー（活字による読書に困難のある方にも利用しやすい資

料 54点）の収集貸出 

・スマートフォン等に利用者カードを表示できる「デジタル利用券サービス」と

インターネット上に自分のブックリストを作成することができる「読書推進サ

ービス」の周知を継続 

評価 

(CHECK) 

・図書館情報システムの活用や移動図書館車の運行などにより、市民の読書意欲

に幅広く対応した。 

・点字資料やマルチメディアデイジー資料などの収集により、障がいがある方へ

の図書館サービスの向上が図られた。 

・学校や幼稚園、保育園などへの読書普及活動と合わせ、児童書の充実に努めた。

・主な実績（人口１人当たり年間貸出点数） 

人口１人当たり

年間貸出点数 
年間貸出総点数 各年度末人口 

Ｒ５実績 6.6 点 702,857 点 106,615 人 

Ｒ６実績 6.4 点 673,531 点 104,494 人 

Ｒ７実績 6.3 点 644,412 点 102,532 人 

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 継続 

今後の取組 

(ACTION) 

・電子図書館サービスや、大活字本やリライト資料(わかりやすい表現にした本)、

録音図書などのさらなる活用をしていく。 

・郵送貸出サービス及びマルチメディアデイジー資料の活用を広く市民へ周知し

ていく。 

・高齢者へのサービスや多文化対応サービスなどの図書館サービスの種類につい

て引き続き検討し、市民センター等と連携した事業として可能な限り実施して

いく。 

・移動図書館車による図書館外のサービスを計画的に全域に拡大していく。 
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事務事業名【 №32 図書館図書資料整備事業 】                 図書館

実施目的 

（PLAN） 

・図書資料の充実、地域資料の収集に努め、市民が学習に取り組める環境を整備

する。 

主な活動 

(DO) 

・利用者ニーズに対応した図書の購入 

・郷土資料の電子化 

・老朽化した資料の精選・整理 

・データベースの利用促進 

評価 

(CHECK) 

・常に新鮮で適切な資料を維持するため定期的な更新による資料整理を進めた。 

・令和２年 12 月に開始した電子図書館サービスは、利用登録者数が順調に増加

している。（Ｒ７年度末個人利用登録者数 1,717 人、Ｒ７年度末資料数 1,790 

点） 

・国立国会図書館の蔵書や新聞、法律など９種類のデータベースを提供し、利用

者の調査研究を支援するなど利用者の利便が図られた。 

・主な実績（同規模自治体（人口 10～15 万人）の公共図書館の蔵書冊数及び順位） 

 Ｒ５実績：  985 千冊（Ｒ５年度４月１日蔵書冊数） １位 

 Ｒ６実績：1,017 千冊（Ｒ６年度４月１日蔵書冊数） １位 

 Ｒ７実績：1,023 千冊（Ｒ７年度４月１日蔵書冊数） １位

自己評価 事業の成果 Ａ 事業の方向性 継続 

今後の取組

(ACTION) 

・利用者ニーズに対応するため、引き続き本のリクエストに対応していく。 

・地域資料（郷土資料）は再販、増刷されないことから、劣化を最小限にとどめ

るためデジタル化を重点的に進めていく。 

・電子書籍やデータベースのさらなる充実と利用促進を図っていく。 

・これまでの蔵書を活かすとともに、新刊の選書に工夫をこらして利用者サービ

スを維持するよう努めていく。 
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事務事業名【 №34 教育普及（交流連携）事業 】                博物館

実施目的 

（PLAN） 

・各種講座・体験学習や学校・市民センター等と連携した出前講座等の開催によ

り、地域の歴史、文化への理解を深める。 

主な活動 

(DO) 

・館長講座等の各種講座・体験学習などの事業を開催 

・学校、市民センター等が主催する事業に対し、博物館職員を講師として派遣 

評価 

(CHECK) 

・地域の歴史、文化を学ぶ生涯学習の場として活用された。 

・「紙の文化史」等の事業を新たに実施したことで、幅広い興味関心を持つ利用者

の学習要求に応えた。 

・参加者から、次年度も廃止することなく引き続き開催してほしいと伝えられた

事業もあり、次年度の取組に向けた参考となった。 

・学校や市民センターなど、市内団体等の来館利用には、地域的な偏りがみられ

た。 

・主な実績 年度 
各種講座・体験学習等 出前授業・講師派遣等

事業数 参加者数 件数 参加者数 

Ｒ５ 12 事業 1,566 人 61 件 1,955 人 

Ｒ６ 12 事業 1,279 人 39 件 1,135 人 

Ｒ７ 12 事業 989 人 47 件 1,255 人 

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 継続 

今後の取組 

(ACTION) 

・引き続き、各種講座や体験学習等を開催するほか、学校や市民センター等を通

じて参加を呼びかけるなどしながら、学びの活動を展開していく。 

事務事業名【 №33 展示事業】                        博物館 

実施目的 

（PLAN） 

・各種展示事業や講演会等関連事業の開催により市民の学習活動を支援し、学習

意欲の向上を図る。 

主な活動 

(DO) 

・特別展「千葉胤秀生誕 250 年記念 算額の世界」を開催 

・企画展 ①「暮らしのなかの道具」 

②「Ｏこけし店主Ｙ氏の愛した昭和のこけしコレクション」 

③「村の学びと楽しみ―本寺肝入の蔵書から―」を開催 

評価 

(CHECK) 

・地域の歴史・文化等をテーマに、調査研究成果を反映させた展示を行い、多様

な資料や作品の紹介、関連行事の開催により、来館者の、本市にまつわる歴史・

文化への理解を深めることができるなど、市民等の生涯学習の推進・充実に寄

与した。 

・特別展では、県内外の実物の算額 14 点と重要文化財２件を含め関係資料を展示

することで、当市域で盛んであった和算・算額の文化を紹介することができた。

・企画展では、初公開となる資料展示等も行い、所蔵品の活用に資することがで

きた。 
年度 入館者数 企画展等関連行事参加者数 

Ｒ５ 10,262 人 967 人

Ｒ６ 12,274 人 887 人

Ｒ７ 10,420 人 483 人

・主な実績 

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 継続 

今後の取組 

(ACTION) 

・引き続き魅力のある展覧会の開催に努めるとともに、効果的な情報発信の充実

を図っていく。 
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基本方向３ 誇りと愛着を醸成する文化の継承

１ 目標値の達成状況(一関市総合計画より)

指標項目 単位 
Ｒ１ 

時点 

Ｒ７ 

実績 

Ｒ７ 

最終目標 
目標の設定 

文化財標柱、解説板の設置数 基 170 224 230 毎年 10 基の整備を目指す 

民俗芸能の伝承を行う団体数 団体 57 60 57 現状数値の維持を目指す 

小区画水田を利用した体験交

流会への参加者数 
人/年 329 268 390 おおむね 20%の増を目指す 

土水路整備作業への参加者数 人/年 307 150 320 おおむね５%の増を目指す 

骨寺村荘園交流施設利用者数 人/年 27,638 24,252 29,000 おおむね５%の増を目指す 

２ 個別評価一覧 

№ 事業名 事業の成果 事業の方向性 

35 歴史民俗資料等活用整備事業 Ｂ 継続 

36 文化財標柱・解説板整備事業 Ｂ 継続 

37 民俗芸能伝承調査研究事業 Ｂ 継続 

38 骨寺村荘園遺跡情報発信事業 Ｂ 継続 

39 骨寺村荘園遺跡世界遺産登録推進事業 Ｂ 見直し 

３ 主な事務事業の個別評価 

事務事業名【№35 歴史民俗資料等活用整備事業】              文化財課

実施目的 

（PLAN） 
・民俗資料等を活用し、先人の暮らしや文化を学ぶ機会の充実を図る。 

主な活動 

(DO) 

・民俗資料館の展示事業を実施 

・出前授業等の実施（対象：弥栄小５人、千厩地域シニアクラブ３団体 36人） 

・講演会の実施（日程：11 月８日、講師：石井正己氏 演題：ジャーナリスト柳田

國男がみた東北 参加者 35 人） 

・企画展の開催 

 ①「JR大船渡線開業 100 周年記念 くらしのなかの大船渡線」 846 人

 ②「生誕 150年記念 柳田國男と一関地方－大正９年東北旅行と鳥畑隆治－」  

644 人 

・展示解説会の実施（日程：11 月８日、参加者：17 人） 

評価 

(CHECK) 

・多彩な企画展示が好評であった。 

・民俗資料館の展示事業の充実や各種講座の魅力の向上が課題である。 

・主な実績（児童生徒対象の教育利用件数と入館者数） 

 授業での見学・体験利用 ：７件 173 人 

 児童生徒対象社会教育活動利用：３件  50 人 

・一関市民俗資料館入館者数（年度別実績）

（参考）芦東山記念館      1,608 人 

          せんまや街角資料館   2,941 人 

石と賢治のミュージアム 9,935 人 

                           大籠キリシタン殉教公園 1,790 人 

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 継続 

今後の取組

(ACTION) 

・展示事業の充実に努めるほか、出前授業など外部利用の対応もしていく。 

・各地域にある民俗資料収蔵施設について、関係機関と連携を図りながら、整理、集

約を計画的に行っていく。 

Ｒ4実績 1,336 人

Ｒ5実績 1,489 人

Ｒ6実績 1,121 人

Ｒ5実績 1,489 人

Ｒ6実績 1,121 人

Ｒ7実績 1,936 人
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事務事業名【 №36 文化財標柱・解説板整備事業 】              文化財課

実施目的 

（PLAN） 

・市民等が地域の歴史・文化について理解を深められるよう文化財等の標柱や解

説板を整備する。 

主な活動 

(DO) 
・指定文化財や埋蔵文化財包蔵地に標柱や解説板を設置 

評価 

(CHECK) 

・標柱５基（新設）、解説板６基（２基新設、４基老朽化による更新）を整備 

・毎年度 10基の整備を目標に、地域間のバランスを取りながら計画的に進めてい

る。 

・埋蔵文化財に関する標柱・解説板の設置は、開発行為等から遺跡破壊を防ぐ注

意喚起の効果も期待される。 

・主な実績(標柱・解説板の新たな設置・整備数(単年度)) 

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 継続 

今後の取組 

(ACTION) 

・市民にわかりやすい説明文とし、各地域の意見を踏まえて計画的に継続して整

備を進めていく。 

・土地所有者の理解を得ながら、新たな設置場所を検討していく。 

事務事業名【 №37 民俗芸能伝承調査研究事業 】               文化財課

実施目的 

（PLAN） 
・地域の民俗芸能を調査研究し、保存・伝承活動を支援する。 

主な活動 

(DO) 
・民俗芸能の調査及び保存会等の活動を支援 

評価 

(CHECK) 

・活動状況等基礎調査を実施した。 

・民俗芸能の伝承を図るため、２団体（富沢神楽、白澤神社おためし神事）の活

動状況の映像記録保存事業を実施した。 

・主な実績（活動中の民俗芸能団体数(年度末現在)） 

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 継続 

今後の取組 

(ACTION) 

・上演会開催や活動事業補助など民俗芸能の普及と活動支援を行っていく。 

・民俗芸能の伝承を図るため、映像等の記録作成、保存を行い、地域伝統芸能の

保存、継承活動につなげていく。 

・民俗資料館での民俗芸能に関する資料の展示、活動を充実させていく。 

Ｒ５実績 ６基

Ｒ６実績 10 基

Ｒ７実績 11 基

Ｒ５実績 60 団体

Ｒ６実績 60 団体

Ｒ７実績 60 団体
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事務事業名【 №38 骨寺村荘園遺跡情報発信事業 】             骨寺荘園室

実施目的 

（PLAN） 

・遺跡の価値と魅力を内外に情報発信し、市民の理解を深め、市民共有の財産と

して保護していく意識を醸成する。 

主な活動 

(DO) 

・骨寺村荘園交流館を活用して情報を発信 

・小区画水田を活用した田植え、稲刈りを開催 

・骨寺村荘園遺跡調査報告会・講演会を開催 

評価 

(CHECK) 

・小区画水田での田植え会(参加者 124 人)、稲刈り会(参加者 144 人)を開催し

た。 

・骨寺村荘園遺跡調査報告会・講演会や村落調査研究報告会において、調査によ

る成果を広く公表することにより、市民理解が進んだ。 

（骨寺村荘園遺跡調査報告会・講演会 2/14 開催 36人参加） 

（骨寺村荘園遺跡村落調査研究報告会 2/15 開催 65人参加） 

・各種行事等の開催により、来訪者との交流や市民周知が図られた。 

【骨寺村荘園交流施設利用者数】 

  Ｒ５実績：26,551 人（古曲田家 1,355 人、若神子亭 25,196 人） 

  Ｒ６実績：26,291 人（古曲田家 1,194 人、若神子亭 25,097 人） 

Ｒ７実績：24,252 人（古曲田家 1,343 人、若神子亭 22,909 人） 

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 継続 

今後の取組

(ACTION) 

・本寺地区地域づくり推進協議会、骨寺村ガイダンス運営協議会と連携し、効果

的に情報発信を行っていく。 

・骨寺村荘園遺跡調査報告会・講演会など各種行事等の開催により、遺跡に対す

る市民の理解をさらに深めていく。 

事務事業名【 №39 骨寺村荘園遺跡世界遺産登録推進事業 】         骨寺荘園室

実施目的 

（PLAN） 

・遺跡の調査研究を重点的に進め、資産価値を明らかにし、世界遺産拡張登録の

実現を図る。 

主な活動 

(DO) 

・県、関係市町と連携・情報共有を図りながら「ひらいずみ遺産」の取組を進め

た。 

・骨寺村荘園遺跡の調査研究を行い、指導助言を得るため骨寺村荘園遺跡指導委

員会を開催した。 

評価 

(CHECK) 

・「ひらいずみ遺産」の一体的な保存管理、調査研究、活用及び発信などを実施

した。 

・指導委員会を開催（10/9、3/5）するとともに、専門部会として史跡部会（7/17）、

と文化的景観部会（6/23、12/17）をそれぞれ開催した。 

自己評価 事業の成果 Ｂ 事業の方向性 見直し 

今後の取組 

(ACTION) 

・「ひらいずみ遺産」の取組を県・関係市町と連携して進めていく。 

・資産の価値向上及び将来的な世界遺産「平泉」拡張登録に向けた調査研究を継

続していく。 
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【参考】地方教育行政の組織及び運営に関する法律(抜粋) 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事務

その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む｡）

を含む｡）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、こ

れを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活 

用を図るものとする。 
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